














考察及び要約 

1.現在の日本における妊産婦死亡例の剖検率は極めて低率(約 5%)であり,また妊産婦死亡

剖検例の臨床診断と剖検診断との一致率(正診率)は約 5%である。 

2.妊産婦死亡の病理解剖学的検索に関する研究が欧米諸国に比べ極めて遅れている。 

3.今後,妊産婦保健管理の改善に役立てるためにも,直接産科死亡だけでなく,間接産科死

亡や非関連死亡をも把握できるような制度及び統計を作る必要がある。 

4.薬剤使用と妊産婦死亡(特に急死)との関連性について,検討を加える必要がある。 

5.妊産婦死亡例の疫学調査の障害となる要因が非常に多くある｡ 

6.死亡に至らないまでも,かなりの危険に陥った重症妊産婦が,全妊産婦の中に 3.15%を占

めていた｡ 

7.分娩後・里帰り先から居住地への移動は全体の約 50%が分娩後 6 週間以内に移動してお

り,その際の利用交通手段は自動車が最も多く(37.5%),航空機(33.9%),国鉄(26,8%)を上ま

わっていた。その移動の際に,母親では約半数に,新生児では約4分の 1に,何らかの異常を

認めていた｡ 


